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１ 調査の概要 

（１）調査の目的 
 

 本調査は、家庭、地域、職場等における男女共同参画に関する市民の意識や男女の平等・社会

参加の実態等を調査し、過去の意識調査と比較・検証することにより、男女共同参画社会の実現

に向けての施策展開の基礎とするとともに「第４次安城市男女共同参画プラン」策定の基礎資料

とすることを目的として実施しました。 

 

（２）調査の概要 

●調査に関する事項 

区 分 内  容 

調査対象 

市民 

企業 

高校生 

町内会 

20 歳以上の男女各 1,000 人を無作為抽出 

市内業者 500 社を無作為抽出 

市内の高校５校からクラスごとに 253人を抽出 

市内 79 町内会の会長 

調査票の配布・回収 

市民 

企業 

高校生 

町内会 

：郵送配布・郵送回収（督促状１回） 

：郵送配布・郵送回収（督促状１回） 

：学校を通じた配布・回収 

：郵送配布・郵送回収 

調査基準日 平成 28 年７月１日 

調査期間 

市民 

企業 

高校生 

町内会 

：平成 28 年７月 20日～８月８日 

：平成 28 年７月 20日～８月８日 

：平成 28 年７月 20日～８月８日 

：平成 28 年７月 20日～８月８日 

●配布・回収に関する事項 

区 分 市民調査 企業調査 高校生調査 町内会調査 

配布数（Ａ） 2,000 500 253 79 

回収件数（Ｂ） 939 243 253 68 

回収率（Ｂ／Ａ） 47.0％ 48.6％ 100.0％ 86.1％ 

 

（３）報告書の見方 

・クロス集計結果では、性別等の不明・無回答者が含まれていないため、クロス集計結果の回答

者総数の合計と全体の回答者総数は合致しません。 

・グラフ中の「Ｎ」とは、Number of Cases の略で、各設問に該当する回答者総数を表します。 
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女性

55.2%

男性

41.7%

不明・

無回答

3.1%
全体（N=939） 12.5 

17.7 

18.2 

20.0 

17.4 

11.5 

2.8 

0% 10% 20% 30%

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

不明・無回答 全体（N=939）

既婚（事実

婚を含む）

71.8%

離別・死別

6.4%

未婚

18.4%

その他

0.3%

不明・

無回答

3.1%全体（N=939）

共働き

51.5%
片働き

31.2%

その他

16.2%

不明・

無回答

1.2%既婚者

（N=674）

23.0 

25.3 

2.1 

7.3 

32.2 

1.5 

5.4 

2.7 

0.4 

58.4 

6.1 

3.1 

9.7 

0.0 

3.1 

15.1 

4.6 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

会社員・公務員（常勤）

パート・アルバイト

派遣、契約社員

自営業・自由業・農業

（家族従業者を含む）

専業主婦・専業主夫

学生

就業していない

その他

不明・無回答

女性（N=518）

男性（N=392）

0.9 

0.5 

26.8 

22.9 

54.8 

65.7 

16.4 

8.1 

0.9 

2.4 

0.3 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共働き（Ｎ＝347）

片働き（Ｎ＝210）

単身世帯（１人） １世代世帯（夫婦のみ） ２世代世帯（親と子）

３世代世帯（親と子と孫） その他 不明・無回答

２ 調査回答者の属性 

（１）市民意識調査 

 回答者の性別は女性の割合がやや高く、年齢は 30 歳代～50 歳代の割合が高くなっています。

回答者のうち、女性の 57.7％、男性の 77.3％が仕事を持っています（会社員・公務員、パート・

アルバイト、派遣・契約社員、自営業・自由業・農業のうち、いずれかを選択した人）。また、回

答者の 71.8％が既婚（事実婚を含む）であり、既婚者のうち、共働きをしている割合は 51.5％と、

約半数を占めています。  
■性              ■年齢                 ■婚姻状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

■職業                          ■共働きの状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※回答者の婚姻状況、自身の職業、配偶者の職

業から算出（「その他」はともに就業していな

いなどの組合せ） 
 

■共働き・片働きの状況別、世帯構成 
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女性

68.4%

男性

31.2%

不明・

無回答

0.4%
全体（N=253）

13.2 

38.7 

2.1 

0.0 

5.3 

11.5 

5.8 

0.8 

1.2 

2.1 

0.8 

0.0 

4.1 

3.3 

3.7 

7.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

サービス業

その他

不明・無回答

全体（N=243）

8.2 

38.3 

14.4 

14.8 

9.5 

8.6 

6.2 

0% 20% 40% 60%

10人未満

10～30人未満

30～50人未満

50～100人未満

100～300人未満

300人以上

不明・無回答 全体（N=243）

安城市

46.2%
安城市

外

53.4%

不明・

無回答

0.4%
全体（N=253）

0.0 

0.0 

2.9 

0.0 

72.1 

25.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

不明・無回答 全体（N=68）

 

（２）企業調査 

 回答企業の業種は「製造業」の割合が最も高く、全体の 38.7％を占めています。また、従業員

規模は「10～30人未満」が 38.3％と最も高くなっており、回答企業の多くが従業員 100 人未満の

中小企業となっています。 

■業種                            ■従業員数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（３）高校生調査 

 回答者の性別は女性の割合が高くなっています。市内・市外の別では、安城市に住む高校生が

全体の 46.2％となっており、市外在住者の割合がやや高くなっています。 

 

（４）町内会調査 

 回答者の性別は、100％男性です。回答者の年齢は 60 歳代が 72.1％と最も高く、次いで 70 歳

以上が 25.0％となっています。 

 

■高校生・性別         ■高校生・居住地        ■町内会・年齢 
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25.0

43.3

47.3

29.3

40.2

32.3

32.7

33.3

34.8

24.3

20.0

37.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H16年度

H20年度

H23年度

H28年度

『そう思う』 どちらとも言えない 『そう思わない』

25.0

43.3

47.3

29.3

25.4

40.2

32.3

32.7

33.3

33.7

34.8

24.3

20.0

37.4

40.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H16年度

H20年度

H23年度

H28年度

高校生

『そう思う』 どちらとも言えない 『そう思わない』

53.6

45.0

46.6

52.1

74.2

28.7

21.0

23.5

22.8

19.4

17.7

34.0

29.9

25.1

6.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H16年度

H20年度

H23年度

H28年度

高校生

0

63.0

61.1

54.4

63.1

26.9

31.7

31.3

30.2

10.0

7.2

14.4

6.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H16年度

H20年度

H23年度

H28年度

高校生

29.1

39.6

37.6

34.4

28.1

39.5

34.4

35.0

35.1

46.0

31.2

26.1

27.4

30.4

25.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H16年度

H20年度

H23年度

H28年度

高校生

0

30.4

28.4

33.5

35.3

43.2

44.0

40.9

46.0

26.5

27.6

25.6

18.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H16年度

H20年度

H23年度

H28年度

高校生

 

３ 調査結果のまとめ 

（１）固定的な性別役割分担意識について 

○前回調査・前々回調査と比較して、固定的な性別役割分担に反対する割合が増加。 

市民調査において、５つの項目についてどのように思うかたずねました。「男性は外で働き、女

性は家庭を守る方がよい」という、固定的な性別役割分担に対する考え方について、平成 23年度

の調査までは『そう思う』（「そう思う」と「どちらかといえばそう思う」を合わせたもの）割合

が増加していましたが、今回調査で減少し、『そう思わない』（「そう思わない」と「どちらかとい

えばそう思わない」を合わせたもの）が『そう思う』を上回っています。また、高校生調査では

市民よりもさらに『そう思う』割合が低くなっています。 

同様に、「夫は、妻や子どもを引っ張っていく方がよい」「女性は結婚したら、仕事や自分自身

のことより、夫や子どもなど家族中心に考えて生活した方がよい」といった、固定的な性別役割

分担に基づく考え方では『そう思う』とする割合が減少し、「結婚は個人の自由だから、結婚して

もしなくてもよい」という個人を尊重する考えは賛同する割合が高まっています。 

 

■男性は外で働き、女性は家庭を守る方がよい（市民調査・高校生調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■結婚は個人の自由だから、結婚してもしなくてもよい  ■夫は、妻や子どもを引っ張っていく方がよい 

 

 

 

 

 

 

■女性は結婚したら、仕事や自分自身のことより、     ■男性は結婚したら、仕事や自分自身のことより、 

 夫や子どもなど家族中心に考えて生活した方がよい       妻や子どもなど家族中心に考えて生活した方がよい 
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25.0

43.3

47.3

29.3

40.2

32.3

32.7

33.3

34.8

24.3

20.0

37.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H16年度

H20年度

H23年度

H28年度

『そう思う』 どちらとも言えない 『そう思わない』

0

75.4

72.6

59.2

43.7

30.4

25.0

11.5

16.0

22.3

29.1

33.7

28.6

9.8

11.3

14.6

25.2

33.7

39.3

0% 25% 50% 75% 100%

【女性】

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

0.0

76.4

66.7

57.4

44.7

36.1

15.7

20.0

16.7

22.1

22.4

19.4

15.7

3.6

15.0

19.1

32.9

38.9

62.7

0% 25% 50% 75% 100%

【男性】

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

30.8 

29.6 

23.4 

17.1 

14.7

59.0 

53.7 

64.6 

70.6 

74.5

7.3 

15.4 

11.5 

10.7 

10.8

2.9 

1.3 

0.4 

1.6 

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H16年度

H20年度

H23年度

H28年度

高校生

男の子は男らしく、女の子は女らしく育てた方がよい

男らしさ、女らしさにとらわれず、個性を尊重するように育てた方がよい

どちらとも言えない

その他

 特に、「結婚は個人の自由だから、結婚してもしなくてもよい」については年齢で大きな差がみ

られ、20歳代では男女ともに 70％以上が『そう思う』と回答しています。結婚に対する世代間の

意識の違いが顕著にあらわれています。 

 また、「男の子は男らしく、女の子は女らしく」という子どもの育て方については、経年でみて

「男らしさ、女らしさにとらわれず、個性を尊重するように育てた方がよい」の割合が増加して

おり、性別ではなく個性を重んじる子育てが支持されるようになってきています。 

■結婚は個人の自由だから、結婚してもしなくてもよい（市民調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「男の子は男らしく、女の子は女らしく」という子どもの育て方について（市民調査・高校生調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２）家事・育児に関わる時間について 

○平日の家事時間は、女性で「３時間以上５時間未満」、男性で「30 分未満」が最も多い。

共働きであっても、女性の家事時間は男性より長くなっている。 

平日の平均的な家事時間については、女性で「３時間以上５時間未満」、男性で「30 分未満」

の割合がそれぞれ最も高くなっており、大きな差がみられます。 

共働き・片働きの状況別でみても、共働きの女性は「３時間以上５時間未満」が最も高くなり、

共働きの男性は「30 分未満」が最も高くなっています。仕事の有無に関らず、家事の負担は女性

に多くかかっていることがうかがえます。 
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6.0 

4.4 

4.4 

10.6 

19.9 

21.2 

13.5 

17.8 

2.1 

22.2 

27.8 

25.0 

10.7 

5.6 

2.6 

1.0 

0.8 

4.3 

0% 10% 20% 30% 40%

まったく関わっていない

30分未満

30分以上１時間未満

１時間以上２時間未満

２時間以上３時間未満

３時間以上５時間未満

５時間以上８時間未満

８時間以上

不明・無回答

女性（N=518）

男性（N=392）

1.0 

0.5 

1.5 

10.9 

24.8 

25.2 

18.3 

15.3 

2.5 

15.2 

33.8 

28.3 

7.6 

6.9 

4.1 

1.4 

0.7 

2.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

まったく関わっていない

30分未満

30分以上１時間未満

１時間以上２時間未満

２時間以上３時間未満

３時間以上５時間未満

５時間以上８時間未満

８時間以上

不明・無回答

女性（Ｎ＝202）
男性（Ｎ＝145）

1.5 

0.0 

1.5 

3.7 

11.2 

26.1 

15.7 

38.8 

1.5 

10.5 

34.2 

35.5 

10.5 

6.6 

1.3 

0.0 

0.0 

1.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

まったく関わっていない

30分未満

30分以上１時間未満

１時間以上２時間未満

２時間以上３時間未満

３時間以上５時間未満

５時間以上８時間未満

８時間以上

不明・無回答

女性（Ｎ＝134）
男性（Ｎ＝76）

■男女別の平均的な家事時間（市民調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■性別・共働きの状況別でみた平均的な家事時間（市民調査） 

             ＜共働き＞                     ＜片働き＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

（３）職業生活について 

○仕事に対して男性はやりがいを、女性は働きやすさを求める傾向にある。 

市民調査において仕事を選ぶ際に重視することをたずねたところ、女性は「勤務時間・勤務場

所の条件が良い」「職場の雰囲気が良い」がともに 70％前後と高くなっています。男性では「仕

事にやりがいがある」が 58.7％と最も高くなりました。また、「育児や介護への理解や制度が整

っている」ことも女性では重視されています。女性が仕事に時間や場所の条件を求める背景には、

仕事と家庭生活との両立があるためだと考えられます。 

同様の質問を高校生調査で行ったところ、女子高校生では「職場の雰囲気が良い」、男子高校生

では「給与の条件が良い」がそれぞれ最も高くなっています。市民アンケートの男性で１位だっ

た「仕事にやりがいがある」は男子高校生で３位となっており、「性格・能力が適している」の割

合が高くなっています。チャレンジよりも経済的な安定や適正に合った仕事を求める傾向が見ら

れます。 
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70.8

68.9

50.0

46.9

45.2

0% 25% 50% 75% 100%

勤務時間・勤務場所

の条件が良い

職場の雰囲気が良い

仕事にやりがいがある

性格・能力が適している

育児や介護への理解や

制度が整っている

女性（N=518）

58.7

45.9

45.7

42.3

41.8

0% 25% 50% 75% 100%

仕事にやりがいがある

給与の条件が良い

職場の雰囲気が良い

勤務時間・勤務場所

の条件が良い

性格・能力が適している

男性（N=392）

16.4 

35.8 

43.7 

38.8 

43.8 

42.9 

80.3 

64.2 

47.6 

54.4 

50.6 

44.6 

3.3 

0.0 

8.7 

6.8 

5.6 

12.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【女性】

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

はい いいえ 不明・無回答

10.9 

6.7 

8.8 

8.2 

22.2 

15.7 

89.1 

93.3 

88.2 

90.6 

69.4 

78.4 

0.0 

0.0 

2.9 

1.2 

8.3 

5.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【男性】

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

はい いいえ 不明・無回答

59.5

55.7

51.9

41.8

22.8

0% 25% 50% 75% 100%

給与の条件が良い

性格・能力が適している

仕事にやりがいがある

職場の雰囲気が良い

勤務時間・勤務場所の

条件が良い

男子高校生（Ｎ＝79）

69.9

64.2

44.5

37.0

31.2

0% 25% 50% 75% 100%

職場の雰囲気が良い

仕事にやりがいがある

給与の条件が良い

性格・能力が適している

勤務時間・勤務場所の

条件が良い

女子高校生（Ｎ＝173）

■性別・仕事を選ぶ際に重視すること（市民調査・高校生調査）） ※上位５位を抜粋 

＜市民＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜高校生＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○仕事をやめざるを得なかった経験のある女性は、30歳代以上で約４割。 

 働きたかったにもかかわらず、仕事をやめざるを得なかった経験があったかという質問では、

男性に比べて女性で「はい」の割合が高くなっており、特に 30 歳代以上ではいずれの年齢におい

てもその割合が４割前後を占めています。 

 仕事をやめざるを得なかった理由としては、女性で「家事や育児をする人がいなかった」が

22.4％と最も高くなっていますが、健康上の理由や介護・看護、家庭に入るのが当然だった、な

ど、その理由は男性に比べて多様になっています。 

■働きたかったが、仕事をやめざるを得なかった経験があったか（市民調査） 
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22.4

19.4

14.3

13.3

12.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

家事や育児をする人

がいなかった

自分の健康や体力的な問題

その他

家族の介護や看護をするため

結婚、出産、育児を機に

家庭に入るのが当然

女性（Ｎ＝196）

46.8

29.8

19.1

4.3

0% 10% 20% 30% 40% 50%

定年・リストラ

自分の健康や体力的な問題

その他

家族の介護や看護をするため

男性（Ｎ＝47）

9.8 

25.5 

15.5 

12.6 

6.7 

3.6 

1.6 

7.5 

4.9 

8.7 

11.2 

7.1 

0% 10% 20% 30%

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

取ったことがある

取りたかったが、取ったことはない

1.6 

3.8 

3.9 

2.9 

3.4 

3.6 

0.0 

6.6 

7.8 

10.7 

13.5 

5.4 

0% 10% 20% 30%

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

取ったことがある

取りたかったが、取ったことはない

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

1.1 

1.8 

0.0 

0.9 

3.9 

6.8 

12.4 

7.1 

0% 10% 20% 30%

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

取ったことがある

取りたかったが、取ったことはない

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

1.8 

0.0 

0.9 

3.9 

6.8 

12.4 

10.7 

0% 10% 20% 30%

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

取ったことがある

取りたかったが、取ったことはない

9.8 

25.5 

15.5 

12.6 

6.7 

3.6 

1.6 

7.5 

4.9 

8.7 

11.2 

7.1 

0% 10% 20% 30%

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

取ったことがある 取りたかったが、取ったことはない

■仕事をやめざるを得なかった時の一番の理由（市民調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「その他」で複数回答があったものの主な内容（市民調査） 

意見内容 件数 

会社の都合（職場の移転、事業の撤退、勤務先の吸収合併、など） 7 

人間関係（職場内のトラブル、パワハラ・いじめ、職場の雰囲気、など） 6 

夫の転勤や結婚（夫が転勤した、結婚で職場が遠くなった、など） 6 

妊娠・出産（つわり、流産のおそれ、妊娠初期に職場に迷惑をかけてしまうため、など） 3 

 

 

○育児休業の取得は30歳代女性で高くなっている。介護休業・介護休暇の取得は50歳代

以上でニーズがあるが、取得実績はほとんどない。 

働く人の仕事と育児・介護との両立を支援する各種制度の利用状況では、女性の 30歳代で育児

休業を「取ったことがある」人の割合が 25.5％と、すべての区分の中で最も高くなっています。

男性の 30 歳代では育児休業を「取りたかったが、取ったことはない」の割合が 16.7％と、男性

の他の年齢層に比べて高くなっています。介護休業、介護休暇に関しては、男女ともに 50 歳代以

上で「取りたかったが、取ったことはない」の割合が比較的高くなっていますが、いずれの年齢

層でも「取ったことがある」割合は１～２％と非常に低くなっています。 

これらの制度を使えなかった理由としては男女ともに「職場に休める雰囲気がないから」が最

も高くなっており、特に男性で６割を超えて高くなっています。 

■各種制度の取得状況（市民調査・女性のみ） 

      ＜育児休業＞     ＜子の看護休暇＞     ＜介護休業＞           ＜介護休暇＞ 
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0.0 

1.7 

1.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

16.7 

10.3 

4.7 

8.3 

9.8 

0% 10% 20% 30%

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

0.0 

3.3 

4.4 

0.0 

2.8 

2.0 

0.0 

8.3 

1.5 

5.9 

5.6 

7.8 

0% 10% 20% 30%

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

1.4 

2.0 

0.0 

5.0 

2.9 

5.9 

6.9 

11.8 

0% 10% 20% 30%

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

0.0 

0.0 

1.5 

0.0 

0.0 

2.0 

0.0 

5.0 

2.9 

7.1 

8.3 

9.8 

0% 10% 20% 30%

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

9.8 

25.5 

15.5 

12.6 

6.7 

3.6 

1.6 

7.5 

4.9 

8.7 

11.2 

7.1 

0% 10% 20% 30%

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

取ったことがある 取りたかったが、取ったことはない

12.9 

51.4 

2.9 

25.7 

12.9 

35.7 

14.3 

4.3 

21.2 

67.3 

17.3 

26.9 

3.8 

36.5 

5.8 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80%

生計が成り立たなくなる（経済的に苦しくなる）から

職場に休める雰囲気がないから

休みをとると、昇進に影響するから

自分の仕事には代わりの人がいないから

一度休むと元の職場には戻れないから

法制度が整っていなかったから

その他

不明・無回答

女性（N=70）

男性（N=52）

97.9 

4.5 

2.1 

95.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性従業員（N=192）

男性従業員（N=377）

育児休業を取得した 育児休業を取得しなかった

45.3 11.9 36.6 2.1 4.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=243）

『取得に賛成』 『取得に反対』 わからない その他 不明・無回答

■各種制度の取得状況（市民調査・男性のみ） 

      ＜育児休業＞     ＜子の看護休暇＞     ＜介護休業＞           ＜介護休暇＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■上記の休業・休暇を取得できなかった理由（市民調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○対象となる従業員の育児休業取得率は女性で 97.9％、男性で 4.5％。 

 企業調査において、平成 27 年度１年間の育児休業の取得状況をたずねたところ、女性従業員で

97.9％と、ほとんどが取得している状況です。一方、男性は 4.5％にとどまっています。男性の

育児休業取得に対する考えでは、賛成する割合が 45.3％、反対する割合が 11.9％となっています。

「わからない」とする、判断に苦慮していると考えられる回答も 36.6％と高くなっています。 

 
■平成 27年度１年間の育児休業取得率（企業調査） 

 

 

 

 

 

■男性の育児休業取得に対する考え（企業調査） 
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53.9 

52.1 

27.4 

43.8 

33.8 

31.5 

0.6 

6.2 

59.4 

23.7 

38.3 

46.4 

33.2 

30.4 

1.3 

6.9 

0% 20% 40% 60% 80%

職場の理解

家族の理解と協力

社会構造・制度の変化

経済的な余裕

時間的な余裕

自分自身の意識の持ち方

その他

不明・無回答

女性（N=518）

男性（N=392）

29.7 

72.8 

3.0 

47.0 

1.0 

5.9 

47.5 

67.3 

9.4 

12.4 

2.5 

5.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仕事

家庭生活

地域の生活

個人の生活

わからない

不明・無回答

優先したいもの（希望）

優先しているもの（現実）

25.5 

77.2 

4.8 

31.0 

0.7 

5.5 

73.8 

36.6 

3.4 

12.4 

0.0 

6.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仕事

家庭生活

地域の生活

個人の生活

わからない

不明・無回答

優先したいもの（希望）

優先しているもの（現実）

  

（４）ワーク・ライフ・バランスについて 

○生活の中で優先したいのにできていないものは、女性で「個人の生活」、男性で「家庭生

活」「個人の生活」。 

共働きの男女別に生活の優先度をみると、現実では女性で「家庭生活」、男性で「仕事」が優先

されています。現実と希望の優先状況の差をみると、女性では「個人の生活」、男性では「家庭生

活」「個人の生活」で現実を希望が上回っており、希望に沿った生活ができていない分野であるこ

とがわかります。 

■共働きの人の生活の現実と希望の優先分野の比較（市民調査） 

＜共働きの女性＞                  ＜共働きの男性＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○市民のワーク・ライフ・バランスのためには職場や家庭の理解・協力が求められる。 

ワーク・ライフ・バランス実現のために必要だと思うことでは、男女ともに「職場の理解」が

男女ともに最も高い割合を占めています。次いで女性では「家族の理解と協力」が、男性では「経

済的な余裕」が続いています。「家族の理解と協力」では男女差が大きく、30 ポイント近くの差

が見られ、意識の違いがあらわれています。 

■休業・休暇を取得できなかった理由（市民調査） 
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0.9 

0.9 

0.5 

0.6 

0.4 

3.3

4.7 

5.1 

4.5 

4.4 

11.5 

4.7

7.7 

8.2 

6.6 

7.7 

13.8 

8.4

53.0 

56.1 

53.4 

45.9 

47.0 

26.3

25.4 

21.0 

24.2 

32.5 

21.3 

54.2

8.2 

8.8 

10.8 

9.0 

5.9 

1.5

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H16年度

H20年度

H23年度

H28年度

高校生

国調査（Ｈ28）

女性は仕事を持たない方がよい

結婚するまでは、仕事をする方がよい

子どもができるまでは、仕事をする方がよい

子どもができたら仕事をやめ、子どもが大きくなったら再び仕事をする方がよい

結婚をしても、子どもができてもずっと仕事を続ける方がよい

その他

わからない

13.8 

12.5 

19.6 

9.4 

32.8 

71.9 

7.9 

0.0 

25.9 

6.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人未満（Ｎ＝189）

100人以上（Ｎ＝37）

結婚を機に退職する 妊娠・出産を機に退職する

育児休業などを活用して仕事を続ける 女性従業員がいない

その他

    

（５）女性の就業について 

○年齢、性別に関わらず、「子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再び職業を持つほ

うがよい」という女性の働き方が支持されている。 

女性が職業を持つことについての考えでは、「子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再

び職業を持つほうがよい」とする割合が 45.9％と、最も高くなっています。経年でみると、平成

20 年度以降、「結婚をしても、子どもができてもずっと仕事を続けるほうがよい」割合が高まっ

ていますが、全国調査と比較するとその割合は大きく下回っています。また、高校生は市民と同

じように「子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再び職業を持つほうがよい」の割合が

最も高くなっていますが、「結婚をしても、子どもができてもずっと仕事を続けるほうがよい」は

市民調査よりも下回っています。 

■女性が職業を持つことについての考え（市民調査・高校生調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○実際の女性従業員の働き方は、規模の大きい企業ほど「育児休業などを活用して仕事を

続ける」割合が高い。 

 企業調査において、女性従業員の働き方で多いものを従業員規模別でみると、「育児休業などを

活用して仕事を続ける」は 100 人未満の企業で 32.8％、100人以上の企業で 71.9％となっていま

す。 

■女性従業員の働き方で多いもの（企業調査） 
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22.1 

26.4 

50.5 

35.0 

16.1 

25.4 

0.7 

0.3 

10.7 

12.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仕事をしている女性

（Ｎ＝299）

仕事をしている男性

（Ｎ＝303）

不利益を被ることがあると思う そのようなことはないと思う
わからない その他
不明・無回答

33.3

19.7

13.6

3.0

6.1

18.2

0.0

0.0

4.5

1.5

25.0

18.8

10.0

7.5

6.3

18.8

3.8

3.8

6.3

0.0

0% 20% 40%

賃金に差別がある

昇進に差別がある

能力が正当に評価されない

補助的な仕事しかやらせてもらえない

女性を幹部職員に登用しない

結婚したり子どもが生まれたりすると

勤め続けにくい雰囲気がある

女性は定年まで勤めにくい雰囲気がある

教育、研修を受ける機会が少ない

その他

不明・無回答

仕事をしている女性（Ｎ＝66）

仕事をしている男性（Ｎ＝80）

27.3 

43.8 

69.7 

53.1 

0.5 

0.0 

2.5 

3.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人未満（Ｎ＝198）

100人以上（Ｎ＝32）

増やしていく 変わらない 減らしていく 不明・無回答

○規模の大きい企業ほど、今後女性従業員を増やしていく考えを持っている。 

 企業調査において、今後、女性従業員の数を増やしていく考えがあるかたずねたところ、100

人未満の企業では 27.3％が、100人以上の企業では 43.8％が「増やしていく」と回答しています。 

■今後の女性従業員の数について（企業調査） 

 

 

 

 

 

 

○女性よりも男性の方が「女性が仕事で不利益を被っている」と感じる割合が高い 

 市民調査において、現在の職場で仕事内容や待遇面で女性を理由として不利益を被ることがあ

ると思うかたずねたところ、仕事をしている女性の 22.1％、仕事をしている男性の 26.4％が「不

利益を被ることがあると思う」と回答しており、男性でその割合が高くなっています。具体的な

内容では男女ともに「賃金に差別がある」の割合が高くなっています。 

■職場で女性が男性に比べて不利益を被ることがあると思うか（市民調査） 

 

 

 

 

 

 

■具体的な不利益の内容（市民調査） 
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66.6 

21.1 

13.4 

41.1 

26.8 

9.4 

19.4 

31.8 

20.1 

6.7 

1.0 

6.0 

70.9 

19.7 

17.7 

36.5 

32.0 

6.4 

17.2 

40.9 

25.6 

3.9 

0.5 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80%

保育所や学童クラブなど、子どもを預けられる環境の整備

介護支援サービスの充実

家事・育児支援サービスの充実

男性の家事参加への理解・意識改革

女性が働き続けることへの周囲の理解・意識改革

働き続けることへの女性自身の意識改革

男女双方の長時間労働の改善を含めた働き方改革

職場における育児・介護との両立支援制度の充実

短時間勤務制度や在宅勤務制度などの導入

育児や介護による仕事への制約を理由とした

昇進などへの不利益な取扱いの禁止

その他

不明・無回答

仕事をしている女性（Ｎ＝299）

仕事をしていない女性（Ｎ＝203）

48.0 

38.0 

21.4 

22.8 

7.5 

5.1 

23.1 

34.2 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女子高校生（N=173）

男子高校生（N=79）

結婚して、共働きをしたい 結婚して、共働きをしたくない

結婚したくない わからない

不明・無回答

○女性が働き続けるために、保育所、児童クラブなどの充実が求められている。 

 女性が働き続けるために必要なことは何だと思うかたずねた質問を、仕事をしている女性、し

ていない女性別で見ると、ともに「保育所や学童クラブなど、子どもを預けられる環境の整備」

の割合が最も高くなっています。次いで仕事をしている女性では「男性の家事参加への理解・意

識改革」が、仕事をしていない女性では「職場における育児・介護との両立支援制度の充実」が

続いており、やや違いが見られます。 

■女性が働き続けるために必要なこと（市民調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○結婚し、共働きをしたいとする意向は女子高校生で 48.0％、男子高校生で 38.0％。 

 高校生調査において、将来結婚したら共働きをするつもりかどうかたずねたところ、女子高校

生、男子高校生ともに「結婚して、共働きをしたい」の割合が最も高くなっています。 

 
■将来、結婚したら共働きをするつもりか（高校生調査） 
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41.6 

57.0 

42.8 

32.9 

5.2 

5.1 

9.8 

5.1 

0.6 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性（N=173）

男性（N=79）

がんばってできるだけ昇進したい できれば昇進したい

昇進しなくてもよい わからない

不明・無回答

16.8 

41.1 

46.1 

7.7 

15.1 

35.7 

72.0 

6.2 

32.6 

1.5 

3.3 

2.7 

5.6 

19.4 

43.4 

38.8 

8.2 

21.2 

37.2 

67.1 

4.1 

21.9 

1.8 

3.3 

4.1 

6.9 

0% 20% 40% 60% 80%

やりがいのある仕事ができる

賃金が上がる

能力が認められた結果である

家族から評価される

自分自身で決められる事柄が多くなる

やるべき仕事が増える

責任が重くなる

やっかみが出て足を引っ張られる

仕事と家庭の両立が困難になる

その他

特にない

わからない

不明・無回答

女性（N=518）
男性（N=392）

 

（６）管理職・役職について 

○高校生は性別に関わらず昇進への意欲がある。 

高校生調査において将来、就職先でどのくらいまで昇進したいと思うかたずねたところ、「がん

ばってできるだけ昇進したい」「できれば昇進したい」といった、昇進に前向きな回答があわせて

女性で 84.4％、男性で 89.9％みられます。 

 

■将来、就職先でどのくらいまで昇進したいか（高校生調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○市民が持つ管理職に昇進するイメージは、「責任」「賃金」「能力への評価」。 

市民調査において、管理職に昇進することへのイメージを男女別でみると、男女ともに「責任

が重くなる」が最も高く、次いで女性では「能力が求められた結果である」が、男性では「賃金

が上がる」が続いています。男女差が見られるものでは「仕事と家庭の両立が困難になる」とな

っています。 
 

■管理職に昇進することへのイメージ（市民調査） ※上位５位を抜粋 
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43.9 

62.5 

50.5 

34.4 

5.6 

3.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人未満（Ｎ＝198）

100人以上（Ｎ＝32）

積極的に登用していきたい 特に増やしていく考えはない 不明・無回答

ある

19.3%

ない

31.7%

打診した

ことがない

44.4%

不明・無回答

4.5%

全体（N=243）

70.2 

63.8 

40.4 

0% 50% 100%

責任が重くなり、

能力的に不安、自信がない

そこまでの働き方を

望んでいない

長時間労働で仕事と家庭の

生活の両立が困難になる

全体（N=47）

○中小企業の約４割、大企業の約６割が、今後女性の管理職を増やしていく意向。 

 企業調査において、今後、女性を管理職に登用しようと考えているかたずねたところ、100 人

未満の企業では 43.9％が、100人以上の企業では 62.5％が「積極的に登用していきたい」と回答

しています。女性に管理職を断られた経験は 19.3％が「ある」としており、その理由は「責任が

重くなり、能力的に不安、自信がない」が最も高くなっています。 

 

■今後、女性を積極的に管理職に登用しようと思うか（企業調査） 

 

 

 

 

 

■女性に管理職を打診して断られた経験（企業調査）  ■管理職を断られた理由（企業調査）※上位３位 
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28.1

27.8

20.3

19.0

18.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

参加したいものがない

仕事が忙しい

活動する仲間がいない

人間関係がわずらわしい

子どもの世話や老人の介護

女性（N=295）

46.8

29.5

22.4

19.0

14.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

仕事が忙しい

参加したいものがない

人間関係がわずらわしい

自分の性格に合わない

活動する仲間がいない

男性（N=237）

40.2 

37.8 

56.9 

60.5 

2.9 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性（N=518）

男性（N=392）

参加している 参加していない 不明・無回答

100.0 

94.1 

0.0 

5.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

会長（N=68）

副会長（N=101）

男性 女性

   

（７）地域活動について 

○地域活動への参加は男女ともに４割前後。参加しない理由は活動の種類・内容や仕事の

忙しさ。 

地域活動に参加している割合は、女性で 40.2％、男性で 37.8％となっています。地域活動に参

加しない人に、その理由をたずねたところ、女性では「参加したいものがない」が、男性では「仕

事が忙しい」がそれぞれ最も高くなっています。女性では５位に「子どもの世話や老人の介護」

が入っており、18.0％を占めています。 

 

■地域活動への参加状況（市民調査） 

 

 

 

 

 

 

■地域活動に参加しない理由（市民調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○現在の町内会の会長、副会長はほとんどが男性だが、女性の参画は必要とされている。 

町内会調査において、会長・副会長の性別をたずねたところ、女性は副会長で 5.9％となっていま

す。町内会における女性が担っている役割で多いものは「行事等の手伝い活動（主に準備、片付

け、その他雑務）」となっています。町内会の意思決定の立場へ積極的に女性が参加することにつ

いては、97.0％が『必要』（「必要だと思う」と「どちらかといえば必要だと思う」を合わせたも

の）としており、女性の参画が望まれています。 

 
■会長、副会長の性別（町内会調査） 
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41.2 

67.6 

89.7 

41.2 

8.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

役員として、町内会全体の意思決定に参画している

部会や組・班などの運営に関する意思決定に

参画している

行事等の手伝い活動（主に準備、片付け、

その他雑務）

会計事務等のデスクワーク作業

その他

不明・無回答

全体（N=68）

97.0 0.0

1.5

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=68）

『必要』 『必要でない』 その他 不明・無回答

55.9 33.8 8.8 1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=68）

もっと参画してほしい 参画してほしいが、無理だと思う

今のままでよい 不明・無回答

56.5 

47.8 

34.8 

0% 20% 40% 60% 80%

女性の参画を積極的に進めよう

と意識している人が少ない

女性の側の積極性が

十分でない

男性優位の組織運営

となっている

全体（N=23）

62.3 

31.1 

24.6 

24.6 

16.4 

0% 20% 40% 60% 80%

女性の参画を積極的に呼びかけ、

女性が参画できる雰囲気をつくる

男女共同参画に関する研修や学習会

を実施し、意識改革を行う

役員の中に女性枠を設ける

など規程や規約を改正する

役員会等を女性が

参加しやすい時間帯にする

役員等の選出方法を、世帯主に

限定しないようにする

全体（N=61）

■町内会における女性の担っている役割（町内会調査） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■町内会の意思決定の立場へ積極的に女性が参加することについての考え（町内会調査） 

 

 

 

 

 

○約９割が町内会役員に女性を登用してほしいと考えている。 

 89.7％が町内会役員への女性登用を希望していますが、無理だと思う割合も33.8％みられます。そ

の理由としては、組織において意識が高まっていないことが最も多い理由となっています。 

■これからの町内会の役員への女性の登用や女性の参画についての考え（町内会調査） 

 

 

 

 

 

■どうすれば女性が参画できると思うか（町内会調査）   ■無理だと思う理由（町内会調査） 
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64.5 

52.6 

46.8 

53.5 

26.2

28.1 

35.7 

42.5 

34.4 

54.3

7.4 

11.7 

10.8 

12.1 

19.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H16

H20

H23

Ｈ28

高校生

『男性優遇』 男女平等 『女性優遇』

50.0 

46.8 

42.5 

50.3 

22.1

40.6 

42.7 

50.5 

40.0 

63.5

9.4 

10.5 

7.0 

9.7 

14.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H16

H20

H23

Ｈ28

高校生

『男性優遇』 男女平等 『女性優遇』

27.3 

20.1 

15.5 

18.3 

12.5

67.5 

71.1 

77.0 

74.4 

66.1

5.2 

8.8 

7.4 

7.3 

21.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H16

H20

H23

Ｈ28

高校生

『男性優遇』 男女平等 『女性優遇』

70.8 

71.0 

57.5 

65.9 

65.8

19.4 

23.1 

34.4 

24.2 

27.3

9.8 

5.9 

8.1 

9.9 

6.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H16

H20

H23

Ｈ28

高校生

『男性優遇』 男女平等 『女性優遇』

85.2 

76.4 

70.7 

79.0 

39.4

11.1 

18.9 

25.6 

16.7 

51.2

3.7 

4.7 

3.6 

4.3 

9.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H16

H20

H23

Ｈ28

高校生

『男性優遇』 男女平等 『女性優遇』

56.8 

52.9 

42.0 

56.0 

28.3

36.5 

38.5 

50.3 

36.9 

53.3

6.7 

8.6 

7.8 

7.1 

18.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H16

H20

H23

Ｈ28

高校生

『男性優遇』 男女平等 『女性優遇』

 

（８）性別による優遇感について 

○「学校教育の場」は男女が平等であると感じられている。経年で見て、ほとんどの分野で男

女の平等感は高まっておらず、むしろ前回調査よりも『男性優遇』が上昇している。 

７つの分野における男女の地位の平等感では、「学校教育の場」以外で『男性優遇』（「男性の方

が優遇されている」と「どちらかといえば男性の方が優遇されている」を合わせたもの）が半数

以上を占めています。特に「社会通念・慣習・しきたりなど」「政治の場」では約８割が『男性優

遇』となっています。 

経年で見ると、平成 23 年度まではすべての分野で『男性優遇』の割合が低下し、「男女平等」

の割合が高まっていましたが、今回調査ではすべての分野で『男性優遇』の割合が増加し、平成

20 年度と同様の水準になっています。 

高校生は、多くの分野で市民よりも平等であると感じていますが、「職場」のみ、市民調査と同

水準となっています。 

■家庭生活における平等感                ■地域活動・地域社会における平等感 

 

 

 

 

 

 

 

■学校教育の場における平等感              ■職場における平等感 

 

 

 

 

 

 

 

■社会通念・慣習・しきたりなどにおける平等感      ■法律や制度の上における平等感 
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80.2 

76.9 

69.6 

79.0 

67.4

19.1 

22.1 

29.4 

19.1 

30.1

0.7 

0.9 

1.0 

1.9 

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H16

H20

H23

Ｈ28

高校生

『男性優遇』 男女平等 『女性優遇』

■政治の場における平等感 
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1.2

4.6

12.2

7.7

4.6

5.6

1.4

1.7

0.4

2.3

9.3

4.4

3.5

5.0

0.8

3.1

0% 5% 10% 15% 20% 25%

A 医師の治療が必要となるくらいの暴行を受ける

B 医師の治療が必要とならない程度の暴力を受ける

C ののしる、おどす、大声でどなるなどの言葉による暴力を受ける

D 何を言っても長時間無視し続けられる

E 交友関係や電話を細かく監視される

Ｆ 嫌がっているのに性的な行為を強要される

Ｇ 見たくないのに、アダルトビデオなどを見せられる

Ｈ 生活費を渡されない

女性（N=518）

１、２度あった

何度もあった

0.0

1.3

4.8

5.6

2.3

0.8

0.3

0.5

0.0

0.5

2.0

2.8

0.8

0.5

0.0

0.5

0% 5% 10% 15% 20% 25%

A 医師の治療が必要となるくらいの暴行を受ける

B 医師の治療が必要とならない程度の暴力を受ける

C ののしる、おどす、大声でどなるなどの言葉による暴力を受ける

D 何を言っても長時間無視し続けられる

E 交友関係や電話を細かく監視される

Ｆ 嫌がっているのに性的な行為を強要される

Ｇ 見たくないのに、アダルトビデオなどを見せられる

Ｈ 生活費を渡されない

男性（N=392）

１、２度あった

何度もあった

49.7 

57.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性（N=145）

男性（N=49）

   

（９）ＤＶについて 

○精神的な暴力で被害経験者の割合が高く、被害者の半数は誰にも相談しない。 

配偶者や恋人からの暴力の経験についての設問では、『被害経験があった』（「何度もあった」「１

～２度あった」を合わせたもの）割合が最も高いものは女性で「Ｃ ののしる、おどす、大声で

どなるなどの言葉による暴力を受ける」、男性で「Ｄ 何を言っても長時間無視し続けられる」で

あり、ともに精神的暴力です。また、「Ａ 医師の治療が必要となるくらいの暴行を受ける」、が

「Ｂ 医師の治療が必要とならない程度の暴力を受ける」といった身体的暴力の被害経験者も、

女性でそれぞれ 1.6％、6.9％みられます。 

また、暴力を受けた際の対応としては、「誰にも相談しなかった」割合が女性で 49.7％、男性

で 57.1％と高くなっており、被害が潜在化していることが考えられます。 

 

■配偶者や恋人から次のような行為を受けたことがあるか（市民調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ＤＶを受けた際に誰にも相談しなかった割合（市民調査） 
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44.4

46.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女子高校生（N=27）

男子高校生（N=13）

16.0 

5.3 

5.3 

1.1 

0.0 

5.3 

9.6 

0.0 

3.2 

3.2 

1.1 

1.1 

3.2 

3.2 

0% 10% 20% 30%

Ａ 言葉でけなされて嫌な思いをさせられた

Ｂ あなたの行動を制限された（仲間で集まる場所に行くのを

反対された、友だちとの用事を無理にキャンセルさせられたなど）

Ｃ 携帯（メールや通話記録）を無断でチェックされた

Ｄ 貸したお金を返してもらえなかった、

貸したお金を返してと言えなかった

Ｅ 殴られたり、蹴られたりした

Ｆ 嫌がっているのにキスや性的行為を強要された

Ｇ いずれもされたことがない

女子高校生（N=94）

１、２度あった

何度もあった

20.5 

10.3 

5.1 

2.6 

5.1 

2.6 

5.1 

5.1 

2.6 

2.6 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 10% 20% 30%

Ａ 言葉でけなされて嫌な思いをさせられた

Ｂ あなたの行動を制限された（仲間で集まる場所に行くのを

反対された、友だちとの用事を無理にキャンセルさせられたなど）

Ｃ 携帯（メールや通話記録）を無断でチェックされた

Ｄ 貸したお金を返してもらえなかった、

貸したお金を返してと言えなかった

Ｅ 殴られたり、蹴られたりした

Ｆ 嫌がっているのにキスや性的行為を強要された

Ｇ いずれもされたことがない

男子高校生（N=39）

１、２度あった

何度もあった

○デートＤＶでは、男女ともに「言葉での暴力」、男子高校生で「行動の制限」で被害経験が

高い。 

高校生調査において、現在または過去に彼氏・彼女がいた人のうち、彼氏・彼女からの暴力の

経験をたずねました。「Ａ 言葉でけなされて嫌な思いをさせられた」では女子高校生よりも男子

高校生で『被害経験があった』割合が高くなっています。また、男子高校生では「Ｂ あなたの

行動を制限された」での経験の割合も高くなっています。 

また、デートＤＶを受けた際の対応としては、「誰にも相談しなかった」割合が女子高校生で

44.4％、男子高校生で 46.2％となっており、市民と同様の課題がみられます。 

 

■配偶者や恋人から次のような行為を受けたことがあるか（高校生調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■デートＤＶを受けた際に誰にも相談しなかった割合（高校生調査） 
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1.3 

2.1 

2.2 

1.8 

29.7 

37.3 

29.4 

32.5 

29.4 

17.5 

19.9 

14.2 

12.6 

2.8 

3.9 

3.2 

27.1 

40.4 

44.6 

48.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H16年度

H20年度

H23年度

H28年度

十分反映されている ある程度反映されている

あまり反映されていない ほとんど反映されていない

わからない

33.0

34.0

8.5

9.6

10.6

3.2

1.1

0.0

44.1

25.4

5.1

6.8

10.2

5.1

3.4

0.0

0% 20% 40% 60%

市議会や行政などの政策方針決定の場に

女性が少ないから

女性の意見や考え方に対して、

行政側の関心が薄いから

女性からの働きかけが十分でないから

女性の意見や考え方が期待されて

いないから

女性自身の関心や意識が薄いから

わからない

その他

不明・無回答

女性（N=94）

男性（N=59）

   

（10）市政への女性意見の反映について 

○市政に対して女性意見が反映されているという市民実感は高まっていない。 

市の施策への女性意見の反映については、『反映されている』（十分反映されている、ある程度

反映されている）が 34.3％となっており、前回調査から大きな変化がありません。一方で調査ご

とに「わからない」が高まっており、どのように市政に女性意見が反映されているかが認識され

にくくなっている、または性別に基づく見方がなされなくなっていることが考えられます。 

 また、『反映されていない』（あまり反映されていない、ほとんど反映されていない）とする人

に、なぜそう思うかたずねたところ、女性では「女性の意見や考え方に対して、行政側の関心が

薄いから」が、男性では「市議会や行政などの政策方針決定の場に女性が少ないから」が、それ

ぞれ最も高くなっています。 

 

■市の施策への女性意見の反映（市民調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■市の施策に女性意見が反映されていないと思う理由（市民調査） 
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40.3

24.9

0.6

5.0

10.4

10.4

2.9

1.4

4.1

31.9

23.2

1.8

8.4

12.5

12.5

2.3

1.3

6.1

0% 20% 40% 60%

家庭では、家族みんなで家事・育児などの

分担をする

「男らしく、女らしく」ではなく「その子らしく」

子育てをする

学校では、PTAや保護者会で

男女平等について取り組む

職場で男女平等意識を浸透させる

地域（町内会など）では、古い慣習を見直し、

男女が平等に活動に参画するよう取り組む

男女共同参画について学ぶ

市の事業に参加して理解を深める

その他

不明・無回答

女性（N=518）

男性（N=392）

37.0 

34.6 

23.0 

22.6 

19.3 

0% 20% 40% 60%

育児休業や介護休業を取得しやすい

職場環境をつくる

子育てや介護等でいったん仕事を辞めた人の

再就職を進める

在宅勤務やフレックスタイムなど、柔軟な

働き方を取り入れる

育児休業や介護休業の制度を整備・充実する

賃金や昇進などにおける男女の格差をなくす

全体（N=243）

   

（11）男女共同参画社会実現に向けた取組について 

○市民自身ができることは家庭内での家事・育児等の分担。 

男女共同参画社会を実現するため、あなたはどのようなことができるかたずねたところ、市男

女ともに「家庭では、家族みんなで家事・育児などの分担をする」の割合が最も高くなっており、

まずは家庭内での取組を進めていくことが必要であると考えられます。 

■男女共同参画に向けてあなたはどんなことができるか（市民調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○企業がすべきことは育児・介護休業等を取得しやすい雰囲気づくり。 

企業調査において、男女共同参画社会を実現するために企業が今後力を入れていくべきことは

何だと思うかたずねたところ、「育児休業や介護休業を取得しやすい職場環境をつくる」が 37.0％

と最も高く、次いで「子育てや介護等でいったん仕事を辞めた人の再就職を進める」が続いてい

ます。 

■男女共同参画に向けて企業はどのようなことに力を入れていくべきだと思うか（企業調査） ※上位５位 
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44.1 

39.7 

35.3 

33.8 

33.8 

0% 20% 40% 60%

女性の意見を反映した、行事内容や会議の練り直し

男女共同参画に関する学習の場の設定

役員の負担軽減（行事内容や諸会議出席の分担など）

住民への積極的な呼びかけ（回覧板や掲示板、会議の場

での呼びかけなど）

既存の規約の改正、または新たな規約の制定

全体（N=68）

○町内会で取り組みたいことは、行事や会議への女性意見の反映。 

町内会調査において、男女共同参画に向けて、今後町内会で取り組みたいことをたずねたとこ

ろ、「女性の意見を反映した、行事内容や会議の練り直し」が 44.1％と最も高く、次いで「男女

共同参画に関する学習の場の設定」が続いています。 

■男女共同参画に向けて今後町内会で取り組みたいこと（町内会調査） ※上位５位 

 

 

 

 

 

 

 

 


